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１ はじめに 

 

我が国では、本格的な人口減少社会の到来、保育需要や高齢化の更なる進展等による

社会保障費の増大、公共施設等の老朽化問題の顕在化など社会情勢が変化しています。 

早島町においては、事業所・企業の進出により安定した財政基盤の確立につながって

いますが、税制改正に伴う法人税割の税率引下げによる法人町民税の減少が見込まれま

す。さらに、将来人口は平成３２年をピークに減少すると予想され、支え手となる生産

年齢人口が減少し、高齢者など支えられる側の人口が増加していくと見込まれます。 

これを財政運営の面からとらえると、町税収入等の一般財源の大幅な伸びが期待でき

ない中で、社会保障費の増大、公共施設等の老朽化対策、町独自施策の実施といった財

政需要の増大に対応しなければならず、町財政運営を取り巻く環境は厳しさを増してい

くものと見込まれます。 

こうした状況下で本町では、改訂第４次早島町総合計画を策定し、これに基づき各種

施策・事業を実施しています。あわせて各種施策・事業の実施にあたっては財政計画と

連動させることで、限られた財源の有効活用と適正配分を図っています。 

早島町一般会計財政見通し（以下「財政見通し」という。）は、平成３３年度までの

３年間の財政計画として策定するもので、計画的な施策・事業実施とその財源の見通し

を示すものです。 

なお、財政見通しについては、今後の社会情勢の変化、地方財政をめぐる情勢の変動

等により変更することがあります。 

 

２ まちの財政状況の推移 

（単位：百万円、％）   

区分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成29年度 

予算規模 4,686 4,353  5,093  4,968  4,488  

歳入決算額 4,959 4,838  4,893  5,265  4,972  

歳出決算額 4,747 4,691  4,692  5,004  4,768  

経常一般財源 3,067 3,094  3,137  3,091  3,132  

経常一般歳出 2,832 2,850  2,914  2,858  2,947  

財政調整基金残高 974 987 1,014  1,019  999 

地方債残高 4,168 4,230  4,325  4,661  4,640  

財政力指数 0.616 0.633  0.654  0.665  0.684  

経常収支比率 92.3  92.1  92.9  92.5  94.1  

実質公債費比率 12.0  10.2  8 .3  6 .9  6 .7  

将来負担比率 31.1  22.0  14.3  23.1  14.6  
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３ 財政見通し作成の前提条件 

 

改訂第４次総合計画実施計画に基づいて施策・事業を行うこととします。 

また、平成３１年１０月から予定されている消費税率の改定など財政見通し策定時点

で考えられる国及び県の制度を勘案し作成します。 

項目別では、以下の条件により計上しています。 

(1)  歳 入 

①   町 税  

     平成３０年度当初予算をベースに経済情勢等を勘案し計上 

②  譲与税・交付金  

     平成３０年度当初予算をベースに現行制度で計上 

     なお、地方消費税交付金は、平成３１年１０月以降の消費税増率を勘案し計上 

③  地方交付税  

平成３０年度交付見込み額をベースに消費税増率を見込み計上 

④  国・県支出金  

事業費を基本に、現行考えられる国及び県の制度補助率等を用い計上 

⑤  町 債  

平成３１年度以降の臨時財政対策債は、１億８，４００万円で計上し、事業に

伴う町債は、その事業費から特定財源を控除した額に事業別の充当率を乗じた額

を計上 

⑥  繰入金  

平成３３年度までの３年間で、いかしの舎運営基金５，０９３万円、ふるさと

づくり基金３，７８７万円と財政調整基金から財源不足額全額を計上 

⑦  繰越金  

平成３０年度当初予算をベースに１００万円で計上 

⑧  その他特定財源  

平成３０年度当初予算をベースに同額を計上 

ただし、事業費により変動する財源は、その事業費から積算し計上 

(2)  歳 出 

①   人件費  

     平成３０年度の科目別職員数を基準に各年度の役職別の平均給与等を乗じて計

上 

     また、各種委員報酬及び一般職非常勤職員報酬については、各事業計画に基づ

き計上 
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②   扶助費  

     過年度の実績及び対象者増加を見込み計上 

③  公債費  

     既発の町債に対する償還額をベースに計上 

④  普通建設事業費  

     現在行っている継続事業に加え平成３３年度までに実施を予定している事業及

び道路改良・水路整備等の経常的な建設事業を計上 

⑤  補助費等  

     平成３０年度をベースに事業実施年度を勘案し計上 

⑥  繰出金  

各課で積算した特別会計ごとの事業費をベースとして計上 

なお、国民健康保険特別会計及び公共下水道事業特別会計への法定外繰出につ

いては、所要額を見込み計上 

⑦  その他  

     平成３０年度をベースに各課で積算した増減率を見込み計上 

 

 

４ 一般会計予算総額 

 

(1)  平成３１年度当初予算 

歳入歳出の総額は、４８億６４４万円で、主な事業費は、道路改良事業等６，６６７

万円、斎場施設設備更新費用２，４７４万円、庁舎等の空調・LED 改修にかかる費用

５，４２３万円、総合型地域スポーツクラブ設立費用３２７万円です。 

(2) 平成３２年度当初予算 

歳入歳出の総額は、４８億３，３３４万円で、主な事業費は、道路改良事業等８，６

０１万円、農業用施設整備事業３，５００万円、早島駅周辺地区環境整備事業３３０万

円、庁舎エレベーター改修にかかる費用２，２８８万円、継続事業である第５次総合計

画策定事業３４６万円です。 

(3) 平成３３年度当初予算 

歳入歳出の総額は、４８億７，０６０万円で、主な事業費は、道路改良事業９，３０

１万円、農業用施設整備事業４，０００万円、古民家再生工事８，０００万円、継続事

業である第５次総合計画策定事業１６５万円です。 
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３ヶ年財政見通し（一般会計） 
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当初予算額と財政調整基金からの繰入額 

（単位：百万円） 

年 度 当 初 予 算 額 うち財調基金繰入額 

平成３１年度 ４，８０６．４ ３１９．３ 

平成３２年度 ４，８３３．３ ２８６．０ 

平成３３年度 ４，８７０．６ １３１．９ 

財政調整基金からの繰入額 合計 ７３７．２ 

  

 

主要事業の一覧 

     （単位：百万円）  

 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

庁舎等空調・LED 改修事業 ５４．２ ５４．２ ５４．２ 

全国瞬時警報システム放送拡充事業 ３．０   

庁舎エレベーター改修事業  ２２．９  

消防施設整備事業費 １．７ １８．６  

防災備蓄倉庫・土のうステーション設置事業 ３．５   

JR 早島駅周辺地区環境整備事業  ３．３  

古民家再生事業   ８０．０ 

第 5 次総合計画策定事業 ３．５ ３．５ １．６ 

斎場施設整備事業 ２４．７ ２．６ １２．４ 

健康はつらつ早島２１計画策定事業 ２．０   

障害者福祉計画策定事業  ２．０  

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定事業  ２．０  

水路整備事業 ２０．０ ３５．０ ４０．０ 

ため池補強事業 ４０．０   

県道建設事業 ３０．０ ３０．０ ３０．０ 

道路新設改良事業 ３６．７ ５６．０ ６３．０ 

小学校体育館・運動場修繕事業 ２．０ ５．０  

中学校施設修繕事業 ９．５   

生涯スポーツ推進事業費 ３．３   

図書館管理運用事業（広域利用対応分） １． ５ １．０  
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５ 地方債の状況  

 

 平成３１年度から平成３３年度の臨時財政対策債及び普通建設事業に伴う地方債

の借入予定額は、次のとおりです。 

（単位：百万円） 

事 業 名 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

臨時財政対策債 １８４．０ １８４．０ １８４．０ 

消防防災施設整備事業 ３．０   

斎場施設整備事業 ２２．２ ２．３ １１．１ 

県道新設改良事業 ２７．０ ２７．０ ２７．０ 

道路新設改良事業 ７．１ ２２．５ ２５．６ 

農業用施設整備事業   １８６．３ 

庁舎等改修事業 １５．４ ３２．４ １５．４ 

合   計  ２５８．７ ２６８．２ ４４９．４ 

 

 

地方債残高の見通し 

（単位：百万円） 

 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

地方債残高 ４，５５３ ４，４２６ ４，４８３ 

 うち臨時財政対策債 ２，５６１ ２，５３２ ２，４９６ 

※平成２８年度県内町村平均 ６，５９２百万円 

 

 

６ 財政調整基金繰入額の状況 

 

 財政調整基金は、年度間及び収支調整の資金として、例年当初予算に繰入金として

計上しています。すべての施策・事業を実施すれば、平成３３年度末の残高は９，０

００万円となる見通しです。 

なお、財政見通しには織り込んでいませんが、地方財政法の定めにより前年度の純

繰越金の２分の１を基金に積み立てることとされています。 
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財政調整基金残高の見通し 

（単位：百万円） 

 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

財政調整基金残高 ５０８ ２２２ ９０ 

  ※平成２８年度県内町村平均 ２，１６８百万円 

 

【参 考】 

これまでの財政調整基金繰入額の推移 

（単位：百万円） 

年 度 当初予算 最終予算 備 考  

平成２６年度 １４９．０ ７５．５ 積立金 88.8 

平成２７年度 １３４．５ ３２．０ 積立金 58.6 

平成２８年度 １７６．４ ７１．６ 積立金 76.0 

平成２９年度 ２１４．６ １２３．２ 積立金 101.7 

平成３０年度 

（見込み） 
２８５．７ ２３３．２ 積立金 60.8 

 

 

７ 財政指標の見通し 

（単位：％） 

区 分 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

経常収支比率 ９４．０ ９３．９ ９４．８ 

実質公債費比率 ７．０ ７．５ ８．０ 

将来負担比率 ３０．７ ３６．９ ４３．９ 

  ※平成２８年度県内町村 経常収支比率８７．０％、実質公債費比率 

１０．０％、将来負担比率２８．８％ 

  


